
平成 26年度税制改正（事業再編を促

進するための税制措置） 

（担当：青柳） 

我が国経済を再興すべく、産業活動における

新陳代謝の活性化を促進するため、産業競争力

強化法が平成 26 年 1 月 20 日より施行されてい

ますが、同法に規定する特定事業再編（下記図

参照）を行う場合、事前に同法による認定を受

けることで、税制上の優遇を受けることができ

ます。 

 

今回は、平成 26 年度税制改正により創設さ

れるその税制上の優遇措置の一つである特定事

業再編投資損失準備金制度について解説します。 

 

1. 特定事業再編投資損失準備金制度 

(１) 内容 

青色申告書を提出する法人で産業競争力強

化法の施行の日から平成 29 年 3 月 31 日までの

間に同法に規定する特定事業再編計画の認定を

受けた事業者（以下、認定事業者）が、積立期

間（注）内の日を含む各事業年度において特定

会社の次の①②の株式等の取得をし、かつ、そ

の株式等をその取得の日を含む事業年度終了の

日まで引き続き有している場合において、その

株式等（以下、特定株式等）の価格の低落又は

貸倒れによる損失に備えるため、その特定株式

等の取得価額の 70％以下の金額を特定事業再

編投資損失準備金として積み立てたときは、そ

の積み立てた金額は、その事業年度の所得の金

額の計算上、損金算入することが可能となりま

す。 

① 設立や資本金の額等の増加に伴う金銭の

払込み、合併、分社型分割又は現物出資に伴

い取得する特定会社の株式（出資を含みま

す。） 

② 特定会社に対する貸付金に係る債権 

 つまり、青色申告書を提出する認定事業

者は、特定株式等の取得価額に対して準備金

を積み立てた場合には、その取得価額の 70％

を限度として、その積み立てた金額をその事

業年度の所得の金額の計算上、損金算入する

ことができます。 

 
注 認定を受けた日から同日以後 10年を経過

する日（特定会社の営業利益が 3 期連続黒

字になる等の目標を達成した場合には、その

目標を達成した日）までの期間をいいます。 

 (2) 準備金の取り崩し 

上記(1)の準備金は、その積立期間終了の日

を含む事業年度の翌事業年度から 5 年間で、そ

の積立期間終了の日を含む事業年度終了の時に

おける準備金残高の均等額を取り崩して、益金

算入することとされています。 

なお、特定会社が解散した場合等一定の場合

には、その事業年度において準備金を一括して

取り崩し、益金算入することとされています。 

 
2. 認定案件 

三菱重工株式会社（以下、三菱重工）と株式

会社日立製作所（以下、日立）は両社の火力発

電システム関連事業の統合について特定事業再

編計画の認定を受けています。 

この事業統合は、三菱重工が新たにＭＨパワ

ーシステムズ株式会社（分割後の商号は三菱日

立パワーシステムズ株式会社。以下、ＭＨＰＳ）

を設立し、その後、ＭＨＰＳに、三菱重工と日

立の両社が統合対象事業を分社型分割により承

継するものです。 

 

特定事業再編の概要

（経済産業省資料を一部改変）

【事業者Ａ】 【事業者Ｂ】

出融資

経営支援

【特定会社Ｃ】

ａ ｂ

事業再編のうち、複数の事業者（同業・異業種を問わない）が経営資源を融合すること

で大きく成長を期待できる事業を有する場合に、①事業を自社から分離し、他社と統合
することで、②新たな需要を開拓し、事業の生産性の著しい向上を目指すものをいう。

出融資

経営支援

ａ+ｂ事業

※特定事業再編により誕生する統合会社を「特定会社」といいます。

ａ ｂ

新設分割

【事業者Ａ】 【事業者Ｂ】

Ｃ社株式

60億円取得

【特定会社Ｃ】

Ｃ社株式

40億円取得

新設分割

42億円損金 28億円損金

ａ ｂ

5億円融資 2億円融資

3.5億円損金 1.4億円損金

（例）共同新設分割があった場合

(例）3年目に融資、7年目に増資するケース

【益金算入】 均 等 取 崩 額

【損金算入】 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

（経済産業省資料より）

一
括
取
崩

※認定事業者は特定会社に対

する出融資額の70％を限度に

準備金を積み立て可能

（例えば、9年目に特定会社

が解散した場合）

増資額の70％

以内

融資額の70％

以内

設立時の

出資額の

70％以内

ＭＨＰＳ設立時の出資額の70％

日立
分社型分割により取得したＭＨＰＳ株式の取得価額の70％

三菱重工

※この制度はH26.4.1以後に終了する事業年度から適用することとされていますが、三
菱重工及び日立は、H27.3月期において準備金を積み立てることにより、損金算入でき
ることとされています。

＜三菱重工及び日立が積み立てることができる準備金の額＞


